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平成１６年度における産業用地の分譲等実績について 

 
 

   平成１７年４月 
産 業 用 地 部 

 
 
１．分譲等実績 

  ～１０年ぶりの高水準～ 
 

○平成１６年度の分譲等（分譲・賃貸）実績は９８ha と、平成６年度以来１０年ぶりの高
水準となった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  〈分譲等実績の推移〉                           （単位：ha） 

 ６fy ７fy ８fy ９fy 10fy 11fy 12fy 13fy 14fy 15fy 16fy 

分譲等実績 
（ｈａ） 98.8 97.7 72.3 72.2 31.4 26.6 34.1 53.5 34.4 37.7 98.1 
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２．地区別分譲等実績 
 

○地区別にみると、自動車関連産業の立地が活発だった九州で３１haと最も大きく、次

いでアウトレットモールの立地があった北海道の２０ha、年度末に大型案件が実現し

た東北の１８haであり、この３地区で７割を占める。 

○１５年度と比較すると、ほとんどの地区において大きく実績を伸ばしている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                              （単位：ha） 

地 区 １５年度実績 １６年度実績 伸び率 
北海道 １３．１ １９．７ 150.7% 
東 北 ９．１ １７．９ 195.9% 
関 東 ３．３ ４．６ 138.7% 
中 部 － ６．４ 皆増 
北 陸 １．７ ８．２ 475.1% 
近 畿 ２．８ ５．７ 204.6% 
中 国 － ４．４ 皆増 
四 国 ０．３ － 皆減 
九 州 ７．４ ３１．２ 423.1% 
合 計 ３７．７ ９８．１ 260.3% 
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３．業種別の状況 
 

○平成１６年度を業種別で見ると、製造業５４．７ｈａ（３８件）、卸売・小売業２４．８ｈａ（１２件）、サー

ビス業９．８ｈａ（１３件）、情報・通信業２．８ｈａ（４件）に対し分譲等を行っている。 
○電子部品・デバイス製造業、情報通信業等のＩＴ関連業種が、２８．６ｈａ（２３件）となっている。

近年では、平成１３年度２．９ｈａ（４件）、平成１４年度２．４ｈａ（５件）、平成１５年度２．７ｈａ（４件）

と推移しており、本年度に入り同分野の業績好調をうけた活発な設備投資が分譲等に結びつ

いたといえよう。 
○また、卸売・小売業は、平成１３年度２．８ｈａ（３件）、平成１４年度５．３ｈａ（５件）、平成１５年度 

１１．４ｈａ（６件）と推移している。 
 

◎業種別分譲等面積/件数（平成１６年度） 

面積（ha） 件数 
 

 占有率  占有率 

製造業 ５４．７ 56% ３８ 44% 

卸売・小売業 ２４．８ 25% １２ 14% 

サービス業 ９．８ 10% １３ 15% 

情報・通信業 ２．８ 3% ４ 5% 

その他 ６．０ 6% ２０ 23% 

合 計 ９８．１  ８７  

うちＩＴ関連業種 ２８．６ 29% ２３ 26% 
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４．面積別の状況 
 
○面積別に見ると、０．５ha未満の区画が販売等件数で５８％を占めている。 
○３ha以上では、電子部品・デバイス関連の企業（相馬中核団地、１５．２ha）、千歳ア
ウトレットモール用地（千歳オフィスアルカディア、１１．２ha）、自動車関連製造の
企業（宮田団地２件、５．９ha、５．５ha）等の６件となっている。 

 
 

◎ 面積別構成（１６年度） 

（ｍ2） 件数 構成比(%) 

～ 4,999 ５０ ５７．５％ 

5,000～ 9,999 １０ １１．５％ 

10,000～14,999 ９ １０．３％ 

15,000～19,999 ５ ５．８％ 

20,000～24,999 ７ ８．０％ 

25,000～29,999 ０ ０．０％ 

30,000～ ６ ６．９％ 

計 ８７  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◎　面積別構成(16fy３月末)

5,000～9,999m2

　　　　　       11.5%
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　　　　         　10.3%
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2

　　　　         5.8%
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2

　　　　         8.0%
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2
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　　　　    6.9%

1～4,999m
2

　　　　　57.5%
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５．購入等企業の規模、契約形態等の状況 
 

○企業規模で見れば、中小企業が約８０％を占めているが、これは最近１０年間で見て

も平均的な動向となっている。 
○契約形態を見ると、分譲については、割賦契約の占める割合が増加している。また、

賃貸（リース）制度を利用した企業立地が順調に進んでいる（千歳オフィスアルカデ

ィア等）。 
 

◎購入等企業の規模別の件数推移(13～16fy)        （単位：件数） 
 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 
大企業 ６ ７ １３ １６ 
中小企業 ２１ １７ ３４ ５６ 
その他 １２ １６ １ １５ 
合 計 ３９ ４０ ４８ ８７ 
※中小企業基本法に則り、企業規模を分類 
※自治体は、その他に分類。 
※産炭団地の自治体経由リースは、リース先の企業規模により分類。 
※住宅向け（久留米ﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾟｰｸ）については、その他に分類。 

◎購入等企業の規模別の構成比推移(13～16fy) 

 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 

大企業 ２２％ ２９％ ２８％ ２２％ 

中小企業 ７８％ ７１％ ７２％ ７８％ 

※上記「購入等企業の規模別の件数推移」のうち、その他を除いた構成比。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◎購入等企業の契約形態別の件数(14～16fy)       （単位：件） 

 １４年度 １５年度 １６年度 

即金支払 ２８ ２８ ４２ 

割賦支払 ９ ９ ２７ 

賃貸活用 ２ １１ １８ 

※賃貸活用には、産炭団地の自治体経由リースを含む。 

◎購入等企業の契約形態別の面積(14～16fy)       （単位：ha） 

 １４年度 １５年度 １６年度 

分  譲 ３２．６ ２３．９ ７２．８ 

賃貸活用 １．９ １３．７ ２５．３ 

計 ３４．４ ３７．７ ９８．１ 

※賃貸活用には、産炭団地の自治体経由リースを含む。 
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６．購入等企業の規模、契約形態等の状況 
 
○企業の進出理由としては、工場等の新規立地３２社、当機構産業用地に既に立地して

いる企業の買い増し１８社、工場等の移転２２社となっている。 
○用地選定理由としては、必要な用地面積の確保（３４社）、分譲価格の安さ及び初期投

資・資産の軽減（２７社）、市場への近接性（１８社）、交通網の整備（１７社）が挙

げられている。 
○また、国や市町村の優遇措置（１４社）、本社への近接性（１４社）を挙げる企業も多

い。 
 
     ◎進出の理由 

 件数 
工場等の新規立地 
工場等の増設（買い増し） 
工場等の移転 
その他 

３２ 
１８ 
２２ 
１１ 

         ※未回収４件。 
 

◎用地選定理由 
 件数 

用地面積の確保 
分譲価格が安い／初期投資・資産の軽減 
市場への近接性 
交通網の整備（高速道路、空港への近接性） 
国や市町村の優遇措置（補助金、税） 
本社に近接している 
関連企業（工場）への近接性 
良好な環境整備（道路、上下水道、公園等） 
労働力の確保（人材の確保、季節雇用、パート等） 
原材料等の入手がしやすい 
学術・研究機関との連携 
その他 

３４ 
２７ 
１８ 
１７ 
１４ 
１４ 
１３ 
１０ 
９ 
４ 
１ 
２３ 

※複数回答。 
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７．申し込み・引き合い状況 
 
○先行指標である引き合い企業件数（１７年３月末）については、企業の設備投資の回復

傾向、機構移行に伴う価格引き下げ等の影響により１３９件と前年同月比１１１％の高

い水準になっている。 
○地域別に見ると、東北３９件、九州２３件、北海道１７件、中部１５件、関東１４件、

近畿１１件であり、商談ベースは活発であり、今後の分譲増加が期待される。 
○また、３月末での引き合い状況を業種別に見ると、製造業７１件、卸売・小売業１５件

となっており、好調な設備投資等を反映している。なお、電子部品・デバイス製造業の

他にソフトウェア開発、Ｗｅｂデザイン等も含んだＩＴ関連業種は、全体の１１％  

（１５件）となっている。 
 
 


